
水産政策の新たな展開に関する提言
～豊かな浜と強い漁業を未来につないでいくための水産業強靭化計画の策定に向けて～

背景
これまでにない大きな海洋環境の変化が、我が国の漁業に影響
①海水温の上昇（我が国周辺では100年で1.33℃上昇：世界平均の2倍超）
②植物プランクトンが極めて少ないブラックホールのような現象の確認（右図）
③サケ、スルメイカ、サンマ等主要魚種のかつてないレベルでの不漁 等

〈新たな水産政策の展開方向（漁業強靭化計画）〉

環境変化に適応するための大胆な変革の推進
～ゼロサムからの脱却への挑戦～

豊かで魅力ある浜づくり
～浜の活力なくして、日本の活力なし～

（１）海洋環境の急激な変化を的確に捉える
資源調査・資源評価の推進

・水産研究・教育機構によるリアルタイムな海洋観測
網の充実、国内外の調査研究機関との連携強化。

・漁業者参加型の調査体制の構築、漁業者提出データ
の充実、同機構の体制整備等により、精度の高い
資源評価を実施。

（２）新たな操業への変革を阻む規制の総点検
・新たな操業形態や漁法等に積極的に取り組めるよう、
支障となる規制について柔軟に見直し。

・きめ細やかな栄養塩類の管理に向けた検討を推進。

（３）海洋環境の変化に対応するための
新たな操業の構築・推進

・採算性や技術的課題等の検証を通じ、新たな操業へ
の転換を後押し。

（４）経営環境の変化を見据えた将来構想に
基づく遠洋漁業の構造再編

・国際規制の強化を踏まえた構造再編を後押し。

（５）IUU漁業を阻止するための取組の強化
・外為法に基づく輸入管理を強化、流適法における対
象魚種の拡大を検討。

（１）地域を担う漁業者を後押しする
ための仕組みづくり

・地域漁業の協業化・法人化の取組等、
地域を担う漁業者の積極的な経営展開
を強力に後押し。

・水産高校卒業生の漁業就業を促すため、
漁業への理解を深め漁業の魅力を発信
する取組を促進。

（２）漁業を魅力ある職業とするため
の働き方改革・職場環境の改善

・居住環境や通信環境の整った漁船の導
入推進、海技資格所持者の確保。

（３）新規就業者の受入れ体制の拡充

・稼ぐ手段を複数習得可能な研修体制の
整備。

（１）海業の全国展開の加速化による
新たな源泉づくり

・「地域の所得と雇用の創出を実現する海業の推進に
向けた提言」（令和6年5月）の目標の早期達成、
海業のモデル事例を深化させつつ全国展開。

・遊漁は漁村の交流人口の拡大に寄与する面がある一
方で、地域の漁業活動や資源管理の取組に支障を来
すことがないよう、都道府県や地域の関係者が行う
遊漁に関するルール作りや普及啓発の取組を後押し。

（２）漁村環境の保全に向けた漁業者活動の推進
・廃漁網等のリサイクルモデル実証の取組を推進・横
展開。

・海洋プラスチックごみの回収や藻場・干潟の保全等
の活動に多様な主体の参画を促進するための仕組み
を検討。

（３）魚食の拡大に向けた新たなアプローチ
・魚の生産から消費・生活文化まで総合的・立体的に
繋げる「ぎょしょく」の考え方による取組を促進。

・民間企業と連携した簡単調理・掃除等の情報発信を
強化。

未来の漁業を担う経営体・人の確保
～若者を呼び込み育てる環境づくり～

自由民主党政務調査会
水 産 部 会
水 産 総 合 調 査 会
水 産 業 強 靭 化 P T
海 の 地 方 創 生 P T

※今後：養殖業や水産加工業の分野についても議論を進め、総合的な水産業強靭化計画を策定

これまでにない海洋環境の激変の中で、地域に根差した強い漁業を実現していくため、
チャレンジする漁業者の取組への後押しなど、非連続的政策の実施が必要。
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水産政策の新たな展開に関する提言 

～豊かな浜と強い漁業を未来につないでいくための 

水産業強靭化計画の策定に向けて～ 

 
令 和 ７ 年 ５ 月 ２ ０ 日 

自 由 民 主 党 政 務 調 査 会 

水 産 部 会 

水  産  総  合  調  査  会 

水 産 業 強 靭 化 P T 

海 の 地 方 創 生 P T 

  

Ⅰ はじめに 

我が国は四方を海に囲まれており、我が国周辺は世界の三大漁場にも数え

られている。我が国の漁業は、この恵まれた環境の下で、新鮮な魚介類を、

時代に合わせた多様な漁法を駆使して生産し、我が国の多様で豊かな食文化

を支えてきた。 

また、我が国の漁業は、国民への水産物供給を支えるのみならず、漁村を

中心とした地域社会の形成・維持、藻場・干潟の保全・創造による海洋環境

の保全、海難発生時の捜索・救助、国境監視等の多面的な機能を発揮し、我

が国の安全安心な国民生活や経済社会を支える重要な役割も果たしている。

漁業分野における外国・地域との協議は、我が国漁船の操業の確保及び水産

資源の持続的利用に加え、我が国の外交的な関係の維持・構築にも貢献して

いる。 

魅力ある多様な食文化や漁村の社会的役割を維持・継承し、地方創生を実

現していくためには、各地で営まれる漁業や漁村地域を未来に残していくこ

とが不可欠である。 

これまでの水産政策では、平成 30 年に大きな改革を行い、科学的根拠に

基づく資源管理を行いつつ、漁業の成長産業化を進めてきた。具体的には、

資源調査・資源評価の拡充と TAC 管理の拡大のほか、もうかる漁業等によ

る高性能漁船の導入、藻場・干潟の保全、人材確保への支援、漁港・漁場な

ど水産基盤の整備、海業の振興などを行ってきている。また、収入安定対策

や燃油高騰対策による漁業経営の下支えなども実施してきた。漁業者による

厳しい資源管理の努力により、クロマグロ、スケトウダラ等、一定の効果が

確認された魚種も出てきており、今後の政策についても、こういった努力を

踏まえて進めていく必要がある。 

しかしながら、我が国の漁業は、これまでに見られなかった大きな海洋環

境の変化を受けている。例えば、我が国周辺の海水温は 100 年で 1.33℃上

昇しており、世界平均（+0.62℃/100 年）に比べて上昇幅が大きな状況にあ
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り、我が国周辺における海洋熱波の発生も顕在化している。また、黒潮の大

蛇行はこれまでに観測されたことのない期間続いており、三陸沖では海洋内

部の水温の上昇も生じている。さらに、近年では、北海道太平洋岸で赤潮に

よる被害が生じたほか、北海道太平洋岸沖では、植物プランクトンが極めて

少ないブラックホールのような現象も確認されている。 

こうした海洋環境の変化を受けて水産資源の分布・回遊にも大きな変化が

生じている。サケやスルメイカ、サンマといった主要魚種のかつてないレベ

ルでの不漁が続いているほか、瀬戸内海のイカナゴや秋田沖のハタハタ等の

地域固有の魚種も不漁となっている。また、フグやブリといった魚種の分布

域の北上等も指摘されているほか、アイゴ、クロダイ等の植食性魚類等によ

る海藻類の食害も増加している。 

この劇的な環境変化を真正面から認識し、資源の低位・不安定化を前提と

して対応していく必要がある。これまでと同じやり方では我が国の漁業は成

り立たない、変革しなければ生き残れない、まさに漁業は危機的な状況にあ

る。 

これまでにない海洋環境の激変の中で、地域に根差した強い漁業を実現し

ていくためには、これまでにない非連続的政策の実施が必要であり、①海洋

環境変化の的確な把握と精度の高い資源評価に基づく資源管理の早急な実

施、②環境変化に適応した漁業にチャレンジする漁業者の取組への後押し、

③地域の特色を活かし所得と雇用の創出を実現する海業の更なる振興等やこ

れらを妨げる規制の総点検により、地域の漁業が持つ可能性と潜在力を発揮

できる環境を整える必要がある。 

 

本提言は、このままでは漁業が衰退していくこととなりかねないとの危機

感の下、漁業を新たな活気のある産業とし、また、漁業が将来にわたって、

その社会的・経済的な役割を持続的に発揮できるようにするために直ちに取

り組むべきことについて、養殖業や水産加工等も視野に入れた水産業強靭化

計画のいわば一段目にあたる漁業強靭化計画として取りまとめたものである。 

政府においては、この漁業強靭化計画の内容を、令和 8 年度予算や新たな

水産基本計画の策定等の今後の政策にしっかり反映すべく検討を進めていく

べきである。 

加えて、地域の漁業が持つ可能性と潜在力を発揮できる環境を整えるため、

水産庁や関連する政府系機関の組織・人員についても強化を図るべきである。  
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Ⅱ 新たな水産政策の展開方向（漁業強靭化計画） 

 １ 環境変化に適応するための大胆な変革の推進 

～ゼロサムからの脱却への挑戦～ 

⑴  海洋環境の急激な変化を的確に捉える資源調査・資源評価の推進 

資源調査・資源評価については、特に近年、海洋環境の急激な変化を

十分に捉えきれておらず、その評価に基づく TAC と実際の漁獲量との

間に大きな差があるケースも発生していることと相まって、資源評価や

資源管理に対する漁業者の信頼の揺らぎが指摘されている。こうした中

で、科学的根拠に基づく資源管理の前提となる資源調査・資源評価の精

度の向上とリアルタイム化が急務となっている。 

このため、海洋環境の急激な変化をリアルタイムに把握できるよう、

水産研究・教育機構による海洋観測網の充実及び国内外の調査研究機関

との連携を強化すること。あわせて、我が国周辺での環境変化が海の生

産力の低下につながっていることを踏まえ、資源量の分布や成長・生残

に大きな影響を及ぼす魚の餌である動物プランクトンの情報収集を強化

し、資源評価に適切に活用すること。 

また、漁業者の感覚を資源評価に反映する観点も視野に入れて、操業

中の漁船から得られる海洋・漁獲データの活用など漁業者参加型の調査

体制の構築を目指すこととし、各種事業による支援対象となる漁業者に

対し、これらのデータの提出への協力を求めること。 

さらに、これらの充実したデータを資源評価に的確に反映できるよう

水産研究・教育機構の体制整備を進め、令和 12 年度までに精度の高い

資源評価を実施し、海の見える化を実現すること。 

こうして行われた資源評価を受けて、透明性のある管理を推進すると

ともに、漁業者による適正な資源管理の取組を後押ししていくこと。 

⑵  新たな操業への変革を阻む規制の総点検 

     海洋環境の変化により、生物資源の生息域が大きく変わっているなど、

従来の漁場や対象魚種、操業形態のままでは、持続的な経営が成り立た

ない状況も発生している。他方、操業水域の規制や特定の漁具の使用制

限など、様々な操業規制があり、導入から数十年も経過しているものが

ある。こうした状況の下、変化に対応するため新たな操業への変革に取

り組もうとしても、既存の規制が足かせとなり、新しいアイデアを活か

せないケースも指摘されており、早急な対応が必要である。 

このため、海洋環境・資源の変動に対応し、新たな操業形態や漁法等

に積極的に取り組めるよう、支障となる規制については柔軟な見直しを

進めること。例えば、いか釣り漁船・さんま棒受網漁船のトン数上限、
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いか釣り漁船の水中集魚灯の使用制限については、撤廃に向けて具体的

な検討・調整を開始すること。 

また、沿岸漁業については、海洋環境の変化や漁業従事者の減少に応

じ、また、地域におけるこれまでの資源管理の取組を踏まえ、地域の操

業ルール等の漁業管理制度の見直しを進めることが必要であり、国とし

て必要な後押しを行うこと。 

さらに、藻場・干潟を含む海域の生産力を向上すべく、関係省庁と都

道府県が連携し、海域の状況や地域のニーズに応じたきめ細やかな栄養

塩類の管理が可能となるよう、第10次水質総量削減の在り方について、

検討を進めること。 

以上のような規制の見直しに当たっては、水産庁、都道府県等関係機

関が連携し、関係漁業者等との調整を丁寧に行っていくとともに、漁業

の将来に向けた取組は地域で積極的に応援するという未来志向の意識改

革を進めていくこと。 

⑶  海洋環境の変化に対応するための新たな操業の構築・推進 

      海洋環境の変化に対応していくためには、従来の漁法や漁獲対象にと

らわれない新たな操業体制への変革が求められている。 

このため、国としてこうした新しい操業の実証を進め、その採算性や

技術的課題等を検証し、漁業者のリスクを軽減しながら、新たな操業へ

の変革の取組を後押しすること。 

その際には、同じ魚種・海域を利用する他の漁業者との共存共栄の考

え方に配慮しつつ、操業に関する規制の見直しも検討すること。また、

これらに加え、資源状況が改善している魚種の有効利用や未利用資源の

開発、陸上処理施設の整備などを促進するとともに、環境変化に応じた

漁港・漁場の整備を推進すること。 

⑷  経営環境の変化を見据えた将来構想に基づく遠洋漁業の構造再編 

     遠洋漁業においては、1 隻当たりの漁獲上限がある一方、国際規制の

強化がされつつあること、経費に占める燃油コストの割合が特に高いこ

と等から、業界として持続していくための構造再編が急務となっている。 

このため、漁業を持続的に継続するための将来構想に基づき、一部漁

船の退出、少数精鋭の体制への移行も厭わない構造再編を進めること。

また、構造再編後の漁船の生産性や居住環境の向上を後押しすること。 

⑸  IUU 漁業を阻止するための取組の強化 

IUU 漁業（違法・無報告・無規制漁業）は、資源に悪影響を与える

とともに、適正に資源管理に取り組む漁業者の利益を毀損するものであ

る。 
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このため、地域漁業管理機関等における IUU 漁業対策の取組を主導

するとともに、IUU 漁業に由来する漁獲物が我が国市場に流通しない

よう、外為法に基づく輸入管理を強化すること。さらに、魚種ごとのリ

スクの度合いや関係事業者への負担を踏まえつつ、水産流通適正化法に

おける特定第二種水産動植物の対象魚種の拡大の検討を進めること。 

また、国内産地においてしっかりと資源管理がなされていることを消

費者に訴求するため、地方自治体と漁業者団体等が一体となって行う、

資源管理協定の取組に関する情報発信や、輸出も視野に入れた民間認証

の取得推進を後押しすること。 

 

２ 未来の漁業を担う経営体・人の確保 

～若者を呼び込み育てる環境づくり～ 

⑴  地域を担う漁業者を後押しするための仕組みづくり 

漁業は地域を支える中核的な産業であり、漁業者の高齢化が進む中、

後継者を確保できず廃業することは地域の衰退に直結する。地域を支え

る漁業を、将来にわたって維持・継承していくための人材を確保し、そ

の取組を後押しすることが極めて重要である。 

このため、産地の将来像を議論し、地域を守る漁業者をしっかり支え

ていくとともに、地域漁業の協業化・法人化の取組やバリューチェーン

構築を目指した川下との一体化の取組など、将来にわたって地域を支え

ていく漁業者の積極的な経営展開を強力に後押しすること。そのために

必要な漁業権の設定等が円滑に進むよう、水産庁が相談窓口を設置し、

駆け込み寺的機能を発揮すること。 

また、若手漁業者の経営能力・技術向上に向けた幅広い研修機会の確

保や、スマート水産業を推進するため、伴走者の育成・確保を図ること。 

さらに、水産高校卒業生の漁業就業を促すため、水産庁と文部科学省

が連携し、漁業会社へのインターンシップや漁業会社等による出張ガイ

ダンスの実施など漁業への理解を深め、漁業の魅力を発信する取組を促

進すること。漁業者等が水産高校での教育に参画して、産業界と専門高

校が一体となった職業人材の育成を行うこと。 

⑵  漁業を魅力ある職業とするための働き方改革・職場環境の改善 

我が国の就業者人口が減少する中で、漁業への就業者を今後も確保し

ていくために、他産業に劣後しない魅力ある就業環境の確保が課題とな

っている。特に、不足が深刻化している漁船の運航に必要な有資格者の

確保も合わせて図っていく必要がある。 

このため、新３Ｋ（カッコいい、稼げる、革新的）に対応した居住環

境やインターネット環境の整った漁船の導入の推進、選ばれる職場とな
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るための働き方改革、漁業・水産業を支える人材を育てる水産大学校の

就学支援の強化や、海技資格を有する人材の確保を図ること。 

⑶  新規就業者の受入れ体制の拡充 

新規就業者を将来にわたり漁業に定着させるためには、日々進化する

ビジネス環境に合わせ、現代的な経営感覚を身に付けた漁業者の確保が

課題となっている。 

このため、複数の漁業の研修や、付加価値の向上につながる鮮度・品

質の維持を可能とする漁獲物の処理・販売方法等の習得を通じて、稼ぐ

手段を複数持つ新たな漁業経営を確立する研修体制を整備すること。 

 

３ 豊かで魅力ある浜づくり 

～浜の活力なくして、日本の活力なし～ 

⑴  海業の全国展開の加速化による新たな源泉づくり 

    海や漁村の地域資源を活用し、所得と雇用の向上を図る海業について

は、漁業を取り巻く環境が大きく変化する中で、地方創生を進める上で

も重要性が増しており、取組の更なる拡大が課題となっている。 

このため、昨年取りまとめた「地域の所得と雇用の創出を実現する海

業の推進に向けた提言」に盛り込んだ、「令和 8 年度末までに新たな海

業の取組を 500 件展開」といった目標の早期達成を図ること。その際、

海の地方創生に向け、海業に取り組むモデル地区の事例を広げ、深化さ

せつつ更なる展開を図るとともに、例えば、こども体験活動との連携や

港湾での海業展開等を含めた関係省庁・地方自治体との連携強化、新し

い地方経済・生活環境創生交付金の活用、海業を進める地域のサポート

役となる中間支援組織の活用を進めること。 

また、遊漁については、漁村の交流人口の拡大に寄与する面がある一

方で、遊漁者が、漁業者と同じ漁場を利用していることなどを踏まえ、

地域の漁業活動や資源管理の取組に支障を来すことがないよう、都道府

県や地域の関係者が行う遊漁に関するルール作りや普及啓発の取組を

後押しすること。 

さらに、海業の展開とあわせて、新たな鮮度保持技術の導入による品

質の向上や、品質保証によるブランド化といった、地域漁業のポテンシ

ャルを活かし水産物の付加価値を上昇させる取組を後押しすることで、

漁業と海業の相乗効果による所得の増大を図ること。 

⑵  漁村環境の保全に向けた漁業者活動の推進 

魅力ある浜づくりには景観を含む漁村環境の保全が重要であり、漁港

内の放置漁具の処分、海洋プラスチックごみの回収や藻場・干潟の保全
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等を推進する必要がある。 

プラスチック製の廃漁網等はリサイクルの取組が始まっているものの、

廃棄処分よりもコストが高く、漁業者の理解の醸成は不十分である。 

また、海洋プラスチックごみの回収や藻場・干潟の保全といった漁業

者活動は、総じて漁業者の減少によりその持続性が課題となっている。 

このため、廃漁網等の集積・分別・回収等の効率化・低コスト化を目

指し、リサイクルのモデル実証の取組を推進し横展開するとともに、漁

業者によるリサイクルの取組を国民・消費者に伝える認証制度など、関

係者のインセンティブを高める仕組みを検討すること。 

漁場のプラスチック類の回収は、漁業者以外の遊漁者等にも裨益する

こと、藻場・干潟の保全については、ブルーカーボン生態系にも資する

ことから、漁業法に基づく沿岸漁場管理制度の活用も含め、漁業者以外

の NPO や企業等の多様な主体の漁村環境保全活動への参画を促し、こ

れら活動の持続性を高める仕組みを検討すること。また、漁業者と地方

自治体が連携したプラスチックを含む海洋ごみの回収・処理を推進する

こと。 

⑶  魚食の拡大に向けた新たなアプローチ 

我が国の水産物消費は、平成 15（2003）年度に年間一人当たり 35.7

㎏だったものが令和 5（2023）年度には 21.4kg となっており、20 年間

で 4 割減少となっている。漁業や魚食文化を維持・継承していくために

は、魚を食べることに留まらない、魚の生産から消費、生活文化までを

総合的かつ立体的に繋げる「ぎょしょく」の考え方により、将来に向け

た取組を進めることが課題となっている。 

このため、幼少期からの切れ目ない魚食経験を通じて、我が国水産物

の魅力や価値を再認識してもらうとともに、学校給食での地場・国産水

産物利用等を更に推進すること。また、消費者の魚食に関する行動変容

を促す観点から、家庭での水産物調理のマイナス要因を払拭すべく、消

費者の魚食に対する意識を改善するため、民間企業とも連携した簡単調

理・掃除等の情報発信を強化すること。クロダイをはじめとする植食性

魚類等の低・未利用資源の活用についても情報発信を強化すること。 

さらに、水産物輸出の促進に向け、水産物に係る各種の輸入規制の緩

和・解禁に向けた働き掛けを行っていくとともに、EU-HACCP 等の国・

地域別の規制や調達基準等に合わせ、輸出認定加工施設の整備や民間認

証の取得推進等を進めること。 

Ⅲ まとめ 

 以上の漁業強靭化計画において示した方向性に即して集中的かつ強力に改

革を進めることにより、我が国漁業を海洋環境の変化や資材価格の高騰等に
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負けない強靭な産業に育てていくべきである。この改革の実現に向けては、

今、対応しなければ我が国の漁業は生き残れないとの危機感とスピード感の

下、政治・行政・業界が一致団結して対応していく必要がある。 

また、この改革の実現に向け、本計画において提言されている政策課題、

すなわち資源調査・資源評価や新たな操業の構築などによる「環境変化に適

応するための大胆な変革」、地域を担う漁業者の後押しや新規就業者対策な

どによる「未来の漁業を担う経営体・人の確保」、更には海業の全国展開の

加速化や漁村環境の保全に向けた漁業者活動の推進などによる「豊かで魅力

ある浜づくり」にきめ細かに対応し、かつ、現場の漁業者が将来への希望を

もって前向きに取り組むことができるよう、既存の予算規模に捉われず、必

要かつ十分な水産予算の確保に万全を期すべきである。 

さらに、必要な法制度の改正にも躊躇せず取り組んでいくべきである。 

 

これらの方向性、特に海洋環境の変化への対応は、漁業という観点にとど

まらず、混迷を増すアジア・太平洋海域での我が国の権益に直結する問題で

あり、世界最高水準の研究開発が求められる分野であることから、水産研究・

教育機構の機能強化を図るため同機構を「特定国立研究開発法人」に指定す

ることを目指すべきである。 

 

 加えて、漁業のみならず、養殖業や水産加工業も、海洋環境の激変の影響

を受けている。今後は、これらの分野についても議論を進め、総合的な水産

業強靭化計画の策定に向けて取り組んでいく。 


